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＜経済解析室ニュース＞ 

海外子会社の立地場所によって、材料や部品の調達先に違いは生じている

のか？；海外現地法人の調達行動を立地地域別に把握する試み 
 
日本の製造業のグローバル化は進み、全出荷量のうちの３割が海外拠点からのものであり、その出荷

先も４割が海外市場となっています。 
同時に、日本からの輸出の５割以上は生産財であり、その行く先の一つである日系製造業の海外現

地法人の調達の中にも、日本からの調達が一定の割合で存在しています。 
６月１７日にミニ経済分析「日系製造業の海外子会社は、どこから部品や材料を調達しており、そ

れはどのように変化してきたのか？；海外現地法人の調達行動の定量的、時系列的把握」を公表し海
外現地法人の調達行動の推移を確認し、その特徴を検証しました。 
日系製造業の海外現地法人の部品等の調達においては、現地調達比率が平均的には上昇してい

ます。しかし、調達先のグローバルな分布を見ると、アジア、北米、欧州の相互取引額に違いがあることも
事実です。 
そこで、今回は「地域別」という観点から、現地法人の立地場所の違いによって、調達行動に違いが

生じているか、確認してみました。その結果、以下のようなことがわかりました。 
日本の製造業は、海外出荷、輸出仕向けでもアジアにシフトしていました。ただし、北米（米国）市

場向けは、輸出から現地生産にシフトしていました。また、現地法人の売上高、調達額で見てみると、北
米と中国が拮抗しており、法人数では平成２４年度以降急増した中国が北米を追い越しました。 
さて、アジアの現地法人の調達行動では、「アジア化」が進んでいますが、必ずしも地場企業化が進ん

でいる訳ではなく、アジアワイドでの調達となっています。ただし、NIES については、広義の日系調達比率
（日本からの輸入と現地の日系企業からの調達）が上昇していました。 
欧米では、広義の日系調達比率が、北米では５割超、欧州では４割を割り込んでいました。他方、

北米では地場調達比率が上昇、欧州では地域内比率が上昇しており、欧州では、欧州ワイドの調達へ
とシフトしていました。 
北米の調達では広義の日系調達が５割超、中国の調達ではアジア調達が５割超で、かつ地場企

業調達比率が４割超で、特に高くなっていました。 
海外現地法人の調達では、平均的には「アジア化」が進んでいますが、「日系調達の多い北米」、「欧

州広域調達の多い欧州」、「地場企業調達の多い中国」といった特色が見られました。 
海外現地法人の地域別の調達行動について、可視化してスライド資料という形でまとめておりますので、

スライド資料も是非お目通しいただければと存じます。 
 
◎ミニ経済分析のページ 
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai/kako/20160628minik

http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai/kako/20160628minikeizai.html
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eizai.html  
 
◎PDF ファイルのダウンロード 
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai/pdf/h2amini053j.pdf  
 
＜参考＞６月１７日公表「日系製造業の海外子会社は、どこから部品や材料を調達しており、それは
どのように変化してきたのか？；海外現地法人の調達行動の定量的、時系列的把握」 
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai/kako/20160617minik
eizai.html 
 
○問合せ先 
経済産業省 大臣官房 調査統計グループ 経済解析室 
Tel : 03-3501-1511（代表）（内線 2851）、03-3501-1644（直通） 
FAX : 03-3501-7775 
E-mail : qqcebc@meti.go.jp 
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